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第 1章 諸言 

１．研究背景 

１）地域在住高齢者における筋骨格系の痛みの現状 

 日本の高齢化率は 2013 年に 25.1％となり，今後も高齢者人口は増え続け 2060 年には高齢

化率が 40％に達することが予測され 1)、様々な施策が行われている。2006 年には、要介護状

態の発生を防ぐことを目的に介護予防が開始され一定の成果を上げている。痛みを伴う関節疾

患は要介護の原因の約 1割を占めており，対策の必要性が示されている。 

２）高齢者の筋骨格系の痛みに関する先行研究 

筋骨格系の痛みに関する研究は，地域に暮らしている高齢者が訴えている痛みも対象となっ

ている．痛みが心理的、身体的、社会的側面と関連し影響を及ぼしていることが報告され 4-20)、

地域在住高齢者を対象とした介入研究も多く実施されている 21-24)。近年では、パンフレットな

どを媒体としたプログラムが実施され 26-28)、地域への介入手段として利用できると考えられて

いる．今後，痛みへの対応を広めていくためには，運動以外にも効果的な痛みへの対処方法を

明らかにする必要がある． 

３）痛みへの対処方法 

痛みへの対処とは痛みのある者が自身の痛みに対処するために行っている取組みのことを

指している．海外の研究では、開発された尺度 30-32)を用いて対処方法とアウトカム変数との関

連を明らかにしている 30,33,34)。その一方で、日本における痛みへの対処方法の研究は盛んでな

い。質的研究 35,36)によって，痛みに対し何らかの対処を行っている者が多く存在していること

が明らかにされているが、日本独自の痛みへの対処を測定する尺度は開発されていない。日本

人高齢者の痛みへの対処方法を明らかにするためには，実際に行われている痛みへの対処方法

を聴取する必要がある．今後，多くの者の痛みによる問題を解決していくためには，専門家の

指導に加えコミュニティアプローチが重要であり、コミュニティアプローチの手段として痛み

への対処が期待されている。日本では痛みへの対処として運動が効果的であることが示されて

いるが，それ以外の対処方法について議論されることが少なく，どのような対処方法が効果的

であるか明らかにされていない．  

２．研究目的 

 そこで本研究では，地域在住高齢者の痛みの取組みを推進するために，地域在住高齢者が行

っている痛みへの対処方法を明らかにするための質問票を作成し（研究 1-1），筋骨格系の痛

みのある地域在住高齢者が行っている対処方法の実態を把握し（研究 1-2），そのことが痛み

や機能低下とどのように関連しているのかを明らかにする（研究 2）ことを目的とする。 

 

第2章 研究1-1 日本人地域在住高齢者が行っている痛みへの対処方法の実態調査のための

質問票の作成 

１．研究方法 

１）項目候補の収集 

 質問項目を選定するために，グループインタビューおよび文献より項目候補を収集した． 
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（１）グループインタビュー調査 

K 県 A市内在住の高齢者 12名（男性 6名，女性 6名）を対象にグループインタビュー調査を実

施した。インタビューの内容は ICレコーダーに記録し逐語録を作成した．逐語録より痛みへ

の対処として行っているものを抽出し，コード化したうえで項目候補とした．  

（２）文献からの項目候補の収集 

地域在住高齢者が行っている痛みへの対処方法を調査するための質問項目を選定するため

に，先行研究 32,35,36,39-44)から項目候補の収集を行った． 

２）質問項目の決定 

 インタビュー調査，日本・海外における先行研究ごとに，意味内容の類似性に基づきカテゴ

リー化した。その後、作成したカテゴリーをすべて網羅できるよう，質問項目を作成した．  

２．結果 

 「病院に行く」「鍼灸・接骨院に行く（電気，マッサージなど）」「病院から処方された薬

を飲む（痛み止めなど）」「健康食品・サプリメントをとる」「サポーターやコルセットを使

う」「湿布や塗り薬を使う」「温める（温シップ，カイロ，シャワーなど）」「運動をする（ス

トレッチ，筋トレ，体操など）」「動くようにする」「家事や階段，歩行などの日常的な動作

を制限する」「友人づきあいや趣味活動などの社会活動を制限する」「痛みを気にせず，いつ

も通りの生活をする」「痛くなるようなことをしない（無理な運動，冷やすなど）」「他の人

と痛みがあることについて話をする」「他のことをして気を紛らわす」「じっとして動かさな

い・休ませる」「その他」の 17項目の質問が作成された． 

 

第 3章 研究1-2 地域在住高齢者が行っている筋骨格系の痛みへの対処方法の実態と生活機

能との関連 

１．研究方法 

M 県 A市在住の要支援・介護を除いた 65～80歳の住民 2281名を対象に郵送調査を実施し、1

835名より回答を得た(回収率 80.4%)。分析対象者は、回答を得た者のうち、痛みの有無に回

答した 1,831名（72.0±0.11歳，男性；814名，女性；1017 名）とした。また，痛みへの対処

方法についての分析は，痛みへの対処方法の 17項目のうち「その他」を除いた 16 項目すべて

に回答した 792名を分析対象とした．調査項目は、性別、年齢、痛みの有無・部位・継続期間、

痛みへの対処方法、生活機能であった。分析は，「その他」を除いた 16項目について「はい」

と回答した者の割合を算出し基本属性ごとに頻度の差についてχ2検定を用いて分析した．そ

の後，因子分析（プロマックス回転）により対処方法をタイプに分類し、基本属性、生活機能

との関連を Pearsonの相関係数を用いて分析した。 

２．結果 

 最も良く実施されている対処方法は「動くようにする」で 76.5％の者が実施していた．一方，

最も少なかった対処方法は「じっとして動かさない・休ませる」で 12.9％の者が実施していた．

性差を比較すると、男性よりも女性で痛みへの対処方法を実施していたが，「じっとして動か

さない・休ませる」は女性よりも男性で実施している割合が多かった． 
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16 項目をタイプに分類すると，「病院での治療」「日常での積極的対応」「日常行動の制限」

「自己療法」「休息」の 5つのタイプに分類された．痛みの状況で得点を比較すると，腰・膝

の重複や部位数が多い，継続期間が多い場合に，「病院での治療」「日常行動の制限」「自己

療法」の対処方法の得点が高かった． 

対処方法の得点と基本属性，生活機能の相関を分析すると，有意な相関がみられた項目は、

「日常での積極的対応」で社会活動（個人，社会・奉仕活動），社会的ネットワーク，「日常

行動の制限」であった。 

３．考察 

 本研究の結果より，地域在住高齢者は痛みへの対処として何らかの方法を実施しており，そ

の方法は痛みを直接的に軽減させる方法である病院受診や運動，薬の使用だけでなく，活動の

制限や動くようにするといった直接痛みを解決する手段でない方法についても多くの者が実

施しているということが分かった．性別では 16項目中 12 項目に有意な差が見られ，男女で痛

みへの対処方法の実施状況に差があることが分かった．有意差の見られた 12 項目のうち 11 項

目が女性において実施している割合が高く，男性よりも女性が痛みに対し何らかの方法を用い

て対処しようとしていることが分かった．その一方で，「じっとして動かさない・休ませる」

という対処方法は，女性よりも男性で実施している者が多かった．高齢者を対象とした研究で

はないが，男性よりも女性で痛みへの対処を行う頻度が高いことが報告されている 51)．また，

女性では痛みに対しポジティブに発言することで対処することが分かっており 52)，「じっとし

て動かさない・休ませる」という消極的な対応には取り組まず，その結果，男性で実施してい

る者が多くなったと考えられた． 

 痛みの部位別にそれぞれのタイプの得点を比較した結果，腰と膝に両方に痛みのある者，痛

みの部位数が 2個以上である者，痛みの継続期間が 5 年以上である者において，「病院での治

療」，「日常行動の制限」をより多く実施していた．先行研究において，痛みの程度などの痛

みの重症度は痛みへの対処方法と関連することが示されており，重症であるほど痛みへの対処

を実施することが報告されている 33, 34)．本研究では痛みの程度ではないが，痛みが重複し

たり，継続期間が長期化したりすることで，痛みが重症となり痛みへの対処をより多く行って

いたと推察された．その一方で，「日常での積極的対応」や「休息」は有意な差が見られず，

これらの対処方法は痛みの重症度に関わらず行われる対処方法であることが示された． 

痛みへの対処方法と基本属性・生活機能との相関を分析した結果，「日常行動の制限」は社

会活動とネガティブな方向で関連しており，痛みが重症であるため日常の行動を制限している

と考えられた．しかし，先行研究 34)において，「ゆっくりとしたペースで活動を続ける」など

を痛みへの対処として行うことで機能が低下することが明らかにされており，本研究において

も「行動の制限」を行うことが社会活動の低下を引き起こすとも考えられた．また，「日常で

の積極的対応」については，実施しているほど，社会活動が積極的であること，ネットワーク

が親密であることが分かった．この項目についても，活動に積極的であるから痛みの対処とし

て日常での積極的対応を行うのか，日常での積極的対応を行っていることで社会活動が積極的

になるのか因果関係は明確でない．痛みへの対処方法のタイプと生活機能との因果関係を明ら
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かにするためには，縦断研究が必要である．研究 2 では，縦断調査を行い痛みへの対処方法が

及ぼす影響を明らかにする． 

 

第4章 研究2 地域在住高齢者が行っている筋骨格系の痛みへの対処方法の実態と生活機能

との関連 

１．研究方法 

初回調査は M 県 A 市内の 1つの支所に在住している 65～80歳の住民のうち要支援・介護認定

を受けていない 2,281名を対象とした。郵送による配票・回収のアンケート調査を実施し、1,

835名より回答を得た（回収率：80.4％）。1 年後の追跡調査は，アンケートに回答した者の

うち「痛みがある」と回答した 1,125名のうち，追跡が可能であった 1,118 名を対象とした．

調査は初回調査と同様に郵送により配票・回収を行い，1,003名より回答を得た（回収率 89.7％）．

分析は、回答を得た者のうち、初回調査において痛みへの対処方法の 17項目のうち「その他」

を除いた 16 項目すべてに回答した 703名を対象とした．調査項目は、性別、年齢、痛みの有

無・部位・継続期間、痛みへの対処方法、生活機能であった。分析は，追跡調査時の痛みの有

無を目的変数とし，性別，年齢，痛みの部位数を調整変数，初回調査時の痛みへの対処方法を

説明変数とし重回帰分析を実施した．また，追跡調査時の生活機能を目的変数とし，性別，年

齢，痛みの部位数，各目的変数の初回調査時の値を調整変数，初回調査時の痛みへの対処方法

を説明変数としたロジスティック回帰分析または重回帰分析を実施した．その後，痛みの部位

別および継続期間別の影響の違いを検討するために，部位別，継続期間別にロジスティック回

帰分析または重回帰分析を実施した． 

２．結果 

 追跡調査時の痛みの有無を目的変数，初回調査時の痛みへの対処方法を説明変数として重回

帰分析を行ったが，いずれの痛みへの対処方法についても有意な関係は認められなかった． 

 痛みへの対処方法が生活機能に及ぼす影響を検討するために，追跡調査時の各生活機能を目

的変数，初回調査時の痛みへの対処方法を説明変数としてロジスティック回帰分析または重回

帰分析を行った結果，IADL，社会的ネットワークでは有意な項目は認められなかった．一方，

運動機能では「病院での治療」および「日常の行動制限」と負の方向で有意な関係が見られた．

社会活動（個人活動）では「日常での積極的対応」と正の方向で有意な関係が見られ，社会活

動（社会・奉仕活動）においても「日常での積極的対応」が正の方向で有意な関係が見られた． 

 痛みの部位別の検討では，運動機能において，腰痛・膝痛，腰痛で「日常の行動制限」と負

の方向で有意な関係が見られたが，膝痛では有意な関係は見られなかった．社会活動（個人活

動）では，膝痛において「日常での積極的対応」と正の方向で有意な関係が見られたが，腰痛・

膝痛，腰痛では有意な関係が見られなかった．社会的ネットワークでは，膝痛において「日常

での積極的対応」と正の方向で，「自己療法」「休息」と負の方向で有意な関係が見られたが，

腰痛・膝痛，腰痛では有意な関係が見られなかった． 

 痛みの継続期間別の検討では，運動機能において，半年未満の場合に「病院での治療」と負

の方向で有意な関係が見られ，半年以上 5 年未満の場合に「日常での行動制限」と負の方向で
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有意な関係が見られた．5年以上では有意な関係が見られなかった．社会活動（個人活動）で

は，半年以上 5年未満の場合に「日常での積極的対応」と正の方向で有意な関係が見られたが，

半年未満，5年以上では有意な関係が見られなかった．社会活動（社会・奉仕活動）では，半

年以上 5年未満の場合に「病院での治療」と正の方向で有意な関係が見られたが，半年未満，

5年以上では有意な関係が見られなかった． 

３．考察 

多変量解析の結果，1 年後の痛みと痛みへの対処方法の間に有意な関係は見られなかった。

これらのことから、本研究で測定した痛みへの対処方法が 1年後の痛みの有無に影響を及ぼさ

ないことが明らかとなった。しかし、先行研究 55)において，特定の対処方法の実施が痛みの程

度の悪化と関連していることが報告されており、痛みの対処方法が痛みの変化に影響を及ぼし

ていることが明らかにされている。今後、痛みへの対処方法と痛みの程度に関する調査を行い、

痛みの程度の変化に関連する痛みへの対処方法を明らかにする必要があると考えられた。 

 運動機能については、「病院での治療」を実施するほど、また「日常行動の制限」を実施す

るほど、運動機能が低下することが明らかにされた。その要因について考察すると，「病院で

の治療」の実施が運動機能の低下を引き起こすのではなく、病院での治療を要するほど痛みの

状況が悪く、その結果、運動機能が低下したと考えられた。また，日常生活や社会活動の制限

といった「日常行動の制限」を痛みへの対処として実施することで，身体活動や外出頻度の低

下につながり，運動機能が低下したと考えられた．“日常活動の制限”と身体機能との関連は

横断研究 45)によって明らかにされており，本研究の結果により縦断的にもその関係性が示され，

日常の行動を制限することが運動機能の低下を引き起こすと考えられた．社会活動では，「日

常での積極的対応」を実施するほど１年後の社会活動が活発であった．これまでの研究では，

積極的な対処方法として“運動の実施”32)や“行動の活性化”30,38)などについて，うつ 30,32)と

いった精神的側面，また，痛みによる活動制限 38)との関連が分析されていた．しかし，それら

の研究では有意な関係が認められず，積極的な行動が痛みの解消に繋がることが示されていな

かったが，本研究の結果より，積極的に行動することが痛みによる社会活動の低下を防ぐ可能

性が示唆された． 

 本研究では，痛みの部位を腰痛と膝痛の重複，腰痛，膝痛に分け，また，継続期間を半年未

満，半年以上 5 年未満，5 年以上に分類した上で，痛みへの対処方法の実施が生活機能に及ぼ

す影響の分析を行った．まず，痛みの部位について考察を行う．本研究の結果より，痛みの出

現部位の違いで，対処方法の実施が生活機能に及ぼす影響が異なっていることが明らかとなっ

た．腰痛と膝痛では，痛みの発生原因に違いがあると言われている 57-59)．本研究の結果につい

ても，痛みの発生機序の違いによって生活機能に及ぼす影響が異なる可能性が考えられたが，

本研究の結果だけでははっきりと分からない．今後，痛みの詳細や認知的対処についても調査

を実施し，その関係性を明らかにする必要がある．次に，痛みの継続期間について考察を行う．

本研究の結果より，痛みの継続期間の違いによって，痛みへの対処の実施が生活機能に及ぼす

影響が異なっており，とくに継続期間が半年未満や 5 年以上の場合では，その影響を受けにく

いと考えられた．半年未満の痛みは急性痛であり 60)，慢性痛よりも痛みによる影響が少ないこ
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とが報告されている 14)．そのため，痛みの対処を実施しても生活機能に変化が起きなかったの

ではないかと考えられた．5 年以上では，いずれの対処方法も生活機能に影響を及ぼしていな

かった．研究 1-2 の結果から，痛みを有する者が実施している対処方法は痛みの継続期間に寄

らないと考えられた．そのため，本研究の調査期間も以前と同様の対処方法を実施していたと

推察され，その結果，生活機能に大きな変化は起きなかったと考えられた．  

 

第５章 総合考察 

１．本研究のまとめ 

本研究では，地域在住高齢者における痛みへの対処方法が 1年後の痛みおよび生活機能に及

ぼす影響を検討した．その結果，痛みへの対処方法は痛みの有無の変化には関連が見られなか

ったが，生活機能のうち運動機能と社会活動において有意な関係が認められた．このことから，

本研究で調査した対処方法は，いずれの方法によっても痛みの解消といった効果を得ることは

出来ないが，日常行動の制限をせず，日常のなかで痛みに対し積極的に対応するなど，好まし

い対処方法を実施することで，運動機能や社会活動の低下を予防することが出来ると考えられ

た．今後，介入研究を実施し本研究で調査した対処方法の効果を検証する必要がある． 

２．本研究の課題 

 本研究の課題として以下の 2つが挙げられる．まず，1つ目は，痛みの程度などの痛みの詳

細を調査していない点である．本研究では，重症度を重複部位数によって表したが，生活機能

への影響を検討する際に十分に調整が行えておらず，それでは不十分であったと考えられた．

また，腰や膝といった痛みの発生部位によって生活機能に及ぼす影響が異なっていた．しかし，

本研究で調査した項目のみでは十分な考察が行えず，影響が異なっている要因をはっきりと考

察することが出来なかった．要因を考察するためには，痛みの発生原因などについても詳細に

調査すべきであると考えられる．今後，痛みの程度や発生原因などの痛みの詳細についても調

査を行ったうえで，痛みの変化や生活機能との関連を検討する必要がある．2 つ目として，痛

みへの対処方法を行動的対処に限って調査した点が挙げられる．本研究では，地域でのアプロ

ーチにおいて取り組みやすい行動的対処に限って調査をしていた．しかし，本研究で得られた

痛みへの対処方法の実施が IADL や社会的ネットワークへ影響を及ぼさないという結果が，対

処方法全体に言えることなのか，対処方法の種類によるものなのか，判断することが出来ない．

今後，認知的対処も含めた調査を行い，詳細を検討していく必要がある． 
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